
指標名 達成

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 76.2 85.7

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 71.4 76.2 81.0

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 85.7 85.7 85.7 90.5

実績値 85.7

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 77.5 80.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 76.3 77.5 78.8

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 82.5 85.0 87.5 90.0

実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ 目標値 24
(72.7%)

26
(78.8%)

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 22
(67.0%)

28
(84.8%)

33
(100.0%)

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 28
(84.8%)

30
(90.9%)

32
(97.0%)

33
(100.0%)

実績値 33

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ 目標値 14
(53.8%)

18
(69.2%)

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 11
(42.3%)

18
(69.2%)

21
(80.7%)

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 24
(92.3%)

24
(92.3%)

25
(96.1%)

26
(100%)

実績値 21
(80.7%)

・未策定の３町に対して引き続き
働きかけを行っていく。

・円滑な避難勧告等の発令のた
め、国が策定した「避難勧告等の
判断・伝達マニュアル作成ガイドラ
イン」を踏まえ、洪水災害を中心と
した避難勧告等発令基準を未策
定の市町村に対し、策定するよう
働きかけている。

総務部

①　災害対策本部を設置する庁舎機能等の強化

②　避難体制整備

3

避難場
所及び
避難所
の指
定・整
備

総務部

・災害時の円滑な避難に資するた
め、「災害対策基本法」に基づく緊
急避難場所及び避難所の指定を
行っていない市町村に対し、指定
するよう働きかけている。

緊急避難
場所等を
指定した
市町村

・市町村消防防災主管課長会議
等を活用し、市町村に対し、緊急
避難場所等の指定について働き
かけを行った結果、全市町村に
おいて指定を完了し（H28）、目
標を達成した。

－

2

市町村
庁舎の
強化

県土
整備部

・大地震等の大規模災害時におけ
る市町村の災害対策本部機能を
確保するため、市町村に対し助言
等を行い、市町村が国の防災・安
全交付金等を活用して実施する庁
舎の耐震化の促進に取り組んで
いる。

平成30年度「岩手県国土強靱化地域計画」重点施策進捗管理表

評価

・平成28年度に完了予定であっ
た岩泉地区合同庁舎の耐震改
修工事は、工事の追加等により
事業繰り越しとなったが、平成30
年３月末現在においては、21棟
のうち18棟、85.7％が耐震化済
みとなり、目標を達成した。
・台風第10号災害を踏まえ、洪
水浸水想定区域にある盛岡、大
船渡、宮古、久慈地区合同庁舎
に応急対策用の排水ポンプを配
備した。

今後の方向性

・県庁舎については、公共施設
等総合管理計画に基づく個別施
設計画の策定に向けた最適な長
寿命化手法等について検討を進
め、地区合同庁舎については、
耐震改修促進計画に基づき、引
き続き耐震化を進める。
・浸水が想定される庁舎につい
ては、必要な応急資材の配備や
建物浸水の防止策を検討する。

1

・大地震等の大規模災害時に防
災拠点としての機能を確保するた
め、耐震診断を行い、計画的に庁
舎本体の耐震化を進めている。
・上下水道管等のライフラインの
耐震診断の検討や、自家発電設
備の整備、72時間以上の稼働時
間を確保するために必要な燃料
の常時確保にも取り組んでいる。
・浸水時の土嚢や排水ポンプ等を
用いた応急対策を推進するととも
に、大規模改修時に、上層階への
電気室及び機械室の移設等を検
討する。

H30当初
予算

事業名

-

H30当初
予算額
(百万円)

-
県庁舎等
の耐震化
率（％）

目標値・実績値

県庁舎
の強化

総務部

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

●

- -
市町村庁
舎の耐震
化率（％）

【１）行政機能・情報通信分野】

地域防
災力強
化プロ
ジェクト
事業

1

避難勧告
等発令基
準を策定し
た市町村
（洪水予報
河川及び
水位周知
河川に係
る洪水災
害）

・避難勧告等発令基準の策定に
ついては、沿岸市町村において
職員の人手不足のため策定作
業が進まず、目標値を下回った
が、市町村消防防災主管課長会
議で避難勧告等発令基準につ
いて県内市町村へ働きかけを行
い、概ね目標を達成した。

5

A

★

市町村庁舎の耐震化率につい
て、平成29年度の実績値は、今
年度中の公表に向けとりまとめ
中であり測定できないが、岩手
県耐震改修促進計画に基づき、
市町村庁舎の耐震化の促進に
取り組んだ。

引き続き、施設管理者に対する
指導助言や情報提供等により、
市町村庁舎の耐震化の促進に
取り組んでいく。

-

B

・台風10号災害を踏まえ、避難
勧告等の名称変更や、取るべき
行動について県広報誌により周
知を行った。
・岩手県風水害支援チームを平
成29年６月に設置し、市町村の
避難勧告等発令の支援を行っ
た。

・市町村が全庁をあげて役割分
担する防災体制が構築できるよ
う、モデルケースを策定するな
ど、市町村の体制整備を支援す
る。

4

防災体
制の強
化及び
避難行
動の周
知

● 総務部

・市町村が全庁をあげて役割分担
する防災体制が構築できるよう、
モデルケースを策定するなど、市
町村の体制整備を促している。
・災害時にとるべき避難行動につ
いて、県広報誌等により住民への
周知を行っている。

-

●
避難勧
告等発
令基準
の策定

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

資料２-４ 

1



指標名 達成
評価 今後の方向性

H30当初
予算

事業名

H30当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 2 3

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 1 2 3

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 4 5 - -

実績値 4

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 132 136

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 121 129 135

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 141 144 148 151

実績値 140

③　支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築

④　災害警備本部機能の強化

・災害警備計画は、一昨年の台
風第10号災害の教訓を踏まえて
一部見直しているが、毎年のよう
に全国で災害が発生しているこ
とから、引き続き災害に適時適
切に対応できるよう計画の見直
しを図っていく。

総務部

・災害時に避難者に対して必要な
食料等を提供するため、広域防災
拠点（５箇所）に備蓄物資の配備
に取り組んでいる。

広域防
災拠点
設備等
整備事
業

13

備蓄を行
う広域防
災拠点箇
所数

・平成29年度は、葛巻町に備蓄
物資の配備を行い、目標を達成
した。

-

7

・　警察施設整備計画に基づき、
被災した警察施設の復旧及び老
朽・狭隘化している交番・駐在所
等の整備を進めていくとともに、
入札不調による計画遅延が生じ
ないよう、より適正なスケジュー
ル管理を実施していく。
・　今年度整備予定の施設につ
いては、早期の発注に向けた業
務推進をしており、目標値の達
成が可能と見込んでいる。

8

警察本
部及び
警察署
におけ
る災害
警備計
画の策
定

警察
本部

警察施
設災害
復旧事
業費

交番・駐
在所建
設事業
費

警察署
庁舎整
備事業
費

2,967

244

189

災害警備
拠点警察
施設整備
数（累計）

・平成29年度の総合防災訓練に
おいて、災害対策本部機能を県
庁舎から広域防災拠点に移転
する訓練を予定していたが、訓
練当日の大雨災害対応により中
止となった。

・引き続き、災害に適時適切に対
応できるよう、計画内容の見直し
を図っていく。

6

広域防
災拠点
の充実

総務部
・「広域防災拠点運用マニュアル」
に基づく広域防災拠点の本格運
用を行っている。

- - -

B

A
・平成30年度は、遠野市に備蓄
物資の配備を行うこととしてい
る。

非常物
資の備
蓄体制
の強化

・大規模災害発生時における災害
警備活動を迅速・的確に実施する
とともに、被災地の社会秩序を維
持するため、警察本部及び警察署
において、災害警備計画の策定、
救出救助部隊のほか治安対策、
交通対策等の各部隊の編成に取
り組んでいる。

- -

・平成29年度末定期人事異動
後、警察本部及び警察署におい
て､速やかに各部隊等の編成に
取り組み、大規模災害発生に備
えた体制を確立した。

・　交番・駐在所建設事業の１施
設について、入札不調のため翌
年度繰越となり目標を下回った
が、警察署１施設、交番・駐在所
４施設を整備し、目標値141に対
して、実績値140(99.2%)と概ね目
標を達成した。

9

警察施
設の整
備

警察
本部

・大地震のみならず、洪水、浸水
等の災害に対しても、人命救助や
治安維持活動を機動的かつ的確
に実施できるよう、国の都道府県
警察施設整備費補助金を活用し、
警察施設の整備を進めている。
・防災拠点としての機能強化を図
るため、老朽化又は狭隘化した交
番・駐在所の整備を進めている。

2



指標名 達成
評価 今後の方向性

H30当初
予算

事業名

H30当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 63 67

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 61 63 66

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 71 71 73 76

実績値 69

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

　事前届出制度については、県
警ホームページでの掲載のほ
か、各警察署における行政機
関、民間事業者等への指導を通
じ、引き続き、周知を図る。

・警察本部庁舎が被災した場合
であっても､速やかに災害警備本
部を設置するためには､代替庁
舎による本部機能移転の練度を
上げることが重要であり、真に本
部機能を発揮できるよう訓練等
を通じながら実効性を高めてい
く。

13

事業者
等との
協定締
結等に
よる連
携強化

警察
本部

・災害発生時、緊急通行車両の通
行の妨害となっている放置自動車
等道路障害物の排除活動や、信
号機等交通安全施設の被害調査
及び応急復旧工事に係る支援体
制を確立するため、事業者等と協
定を締結するなどにより連携強化
に取り組んでいる。

- -

B

- - -11

職員の
非常招
集訓練

警察
本部

・執務時間外に災害が発生した場
合であっても、迅速に災害警備体
制の確立が図られるよう、職員の
非常招集訓練に取り組んでいる。

10

代替庁
舎の確
保及び
災害警
備本部
機能の
移転訓
練

警察
本部

・大規模災害により警察本部庁舎
が使用不能となる不測の事態に
備え、代替庁舎の確保及び災害
警備本部機能の移転訓練に取り
組んでいる。

- - -

・平成29年８月に警察本部庁舎
が大規模災害により、一部使用
不可能となったとの想定で代替
庁舎(警察学校)において災害警
備本部機能の移転訓練を実施
し、本年度においても関係課と
日程調整を図るなど準備を進め
ている。

信号機
電源付
加装置
の整備

警察
本部

・停電による信号機の停止が原因
で発生する交通渋滞、交通事故
等を回避するため、停電時に自動
的に発動発電機を起動し、信号機
に電力を供給する信号機電源付
加装置について、国の特定交通
安全施設等整備事業に係る補助
金を活用し、交通事故の発生状況
や交通量その他の事情を考慮し
ながら、特に交通の安全を確保す
る必要があると認められる道路か
ら優先して整備に取り組んでい
る。

12

警察
本部

- - -

　協定締結事業者との連携を更
に図り、非常伝達方法を多様化
するなど、実践的な支援体制の
確立に努める。

　届出した行政機関、民間事業
者等に対しては各警察署におい
て、緊急通行車両等の制度につ
いて説明し、有事の際は早急に
災害応急対策ができるよう指導
している。
　事前届出済の車両について、
廃車等した場合は、解除の届出
を受け、適正な管理に努めてい
る。

・災害発生により、車両の通行を
禁止又は制限した場合において、
早急に災害応急対策ができるよ
う、緊急通行車両の確認及び標章
の交付に係る事前届出制度につ
いて、行政機関及び民間事業者
等への指導に取り組んでいる。

-

　平成29年度に「災害時におけ
る交通安全施設の復旧対策に
関する協定」締結事業者と非常
伝達訓練を実施し、災害発生時
における連絡表の改訂等、情報
共有を図り、体制の確保に努め
ている。

・平成30年３月末現在、69基を
運用しているが、引き続き、停電
による信号機の機能停止に備
え、計画的な整備を促進する必
要がある。
・目標値との差である「２基」につ
いては、道路整備に伴う信号機
の移設により、一時的に撤去し
たもので、目標値を下回ったが、
概ね目標を達成した。

交通安
全施設
整備費

769

停電によ
る信号機
の機能停
止を防止
する信号
機電源付
加装置の
整備台数
（累計）

・平成30年度は、老朽更新５基
及び撤去機器再設置２基を予
定。これにより、平成30年度末に
は目標値の71基を達成する見込
みである。
・第５次地震防災緊急事業五箇
年計画でも継続して整備計画を
盛り込んでおり、平成31年度以
降も目標達成に向け整備を実施
するとともに、既設機器の老朽
化等への対応も考慮した取組を
実施する。

・平成30年４月に職員の非常招
集伝達訓練及び非常参集訓練
に加えて、災害警備本部設置運
営訓練（図上訓練）を行い、複合
訓練を効率的に実施した。

⑤　災害に備えた道路交通環境の整備

14

緊急通
行車両
の確認
及び標
章の交
付に係
る事前
届出制
度の指
導

・非常招集訓練とともに､職員の
安否確認や本部設置訓練等複
合的に訓練を実施することによ
り､効率的な災害警備体制の確
立を目指す。

3



指標名 達成
評価 今後の方向性

H30当初
予算

事業名

H30当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 84.4 89.6

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 75.3 79.2 84.4 85.6

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 90.0 91.0 92.1 97.8

実績値 89.5

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 2 3

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 1 2 3

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 4 5 6 7

実績値 4

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 86 90

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 74 86 90

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 93 96 - -

実績値 95 98

⑥　地域の消防力の強化

⑦　消防機関の連携体制整備 

引き続き、災害発生時における
円滑な通行確保を図るため、通
行規制等の情報提供の推進に
取り組む。

15

道路通
行規制
等の情
報提供

県土
整備部

・災害発生時における円滑な通行
確保を図るため、道路通行規制等
の情報提供の推進に取り組んで
いる。

道路維
持修繕

費
32

A

　引き続き、関係団体、市町村及
び事業者と連携して消防団員の
確保を図るとともに、女性や若者
を対象とした加入促進に取り組
む。

平成29年度は、山形県において
行われた北海道東北ブロック合
同訓練に参加し、目標を達成し
た。

-
緊急消防
援助隊登
録数（隊）

　「緊急消防援助隊の編成及び
施設の整備等に係る基本的な
事項に関する計画」に基づき、平
成30年度までに96隊の登録が
必要となったところ、平成30年4
月1日現在、登録隊数は98隊と
なり、目標を達成した。

-

・大規模な災害発生に備え、緊急
消防援助隊の編成及び施設の整
備等に係る基本的な事項に関す
る計画（第三期計画）に基づく増隊
を進めている。

A

緊急消
防援助
隊ブ
ロック
合同訓
練への
参加

17

消防団
活動の
充実強
化

総務部

・地域防災力の中核的な担い手と
して、消防団員数の確保や装備の
充実を図るとともに、求められる役
割に的確に対応した教育訓練を
実施することなどにより、消防団
活動の充実強化に取り組んでい
る。

総務部

・毎年度実施されている緊急消防
援助隊北海道東北ブロック合同訓
練に参加し、他県部隊との連携や
災害対応力の向上に取り組んで
いる。

1

緊急消防
援助隊ブ
ロック合
同訓練へ
の参加回
数

18

B16

消防本
部・消
防署等
の庁舎
強化

総務部

・消防本部・消防署等の庁舎につ
いては、地震等の災害発生時に
おいても防災拠点としての役割を
果たすことができるよう、設置する
市町村等に対して財政支援制度
等について情報提供を行いなが
ら、耐震化を進めている。

- -

消防本
部、消防
署等庁舎
の耐震化
率（％）

・消防庁舎等の耐震化につい
て、市町村等において計画の策
定が進んでいない施設もあり目
標値を下回ったものの、未耐震
庁舎の新築等により、目標値
90％に対し耐震化率は89.5%とな
り、概ね目標を達成した。

　引き続き、市町村等に対して、
財政支援制度の情報提供や活
用に関する助言を行い、消防庁
舎等の耐震化率の向上に取り組
む。

地域防
災力強
化プロ
ジェクト
事業

　本年度、消防庁から次期計画
が示されることになっていること
から、当該計画を踏まえ、緊急
消防援助隊の増隊等について検
討する。

-

平成28年台風第10号災害を踏
まえ、災害発生時における円滑
な通行確保を図るため、「岩手県
道路情報提供サービス」による
通行規制等の情報提供を実施し
た。

　ブロック合同訓練における課題
等について、応援等実施計画及
び受援計画に反映させるととも
に、応受援体制の更なる充実強
化を図る。

3 -

　平成29年度は、県内の様々な
事業者の協力を得て「いわて消
防団応援の店登録事業」を開始
するなど、加入促進及び活動支
援の体制を整備した。

総務部

一般消
防行政
指導費
（ブロッ
ク合同
訓練負
担金）

●

19

緊急消
防援助
隊増隊
の促進

4



指標名 達成
評価 今後の方向性

H30当初
予算

事業名

H30当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 98.2

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - - 97.8 98.2

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 98.2 98.2 98.2 100.0

実績値 98.2 98.2

H25 H26 H27 H28

目標値 74.0 75.5

実績値 - 72.5 75.8 82.7

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

○ 目標値 77.0 89.1 89.8 90.5

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 88.3

H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 71.0 74.0 77.0

実績値 68.0 - 75.0 -

H29 H30 H31 H32

目標値 80.0 83.0 86.0 90.0

実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 66.7 100.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 33.3 66.7 100.0

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 - - - -

実績値 -

⑧　学校施設・公立社会体育施設等の耐震化

診断の結果、改築を視野に入れ
た総合的な検討が必要とされた
宮古高等技術専門校の体育館
について、体育館の必要性を含
めた検討を行う。

21

22

県立職
業能力
開発施
設の耐
震化

商工
労働
観光部

・旧耐震基準で建設された３施設
について、国の社会資本整備総
合交付金等を活用して耐震診断を
実施し、耐震性が不足と診断され
た施設に対しては、必要な改修工
事等により耐震化を進めている。

- -

私立学
校の耐
震化

私立学校
の耐震化
率（％）

私立学校
の学校安
全計画
（災害安
全点検）
の策定率
（％）

・平成29年度の岩手県内の私立
学校施設の耐震化率は88.3％と
なり、目標を達成した。

・学校安全計画（災害安全点検）
の策定状況に係る調査は、国に
おいて「第１次学校安全の推進
に関する計画」（計画期間H24～
28）に基づき2年ごとに実施した
調査のため、平成28年度の実績
数値はない。
なお、「第2次学校安全の推進に
関する計画」（計画期間H29～
33）における平成29年度実績調
査は平成30年度中に実施される
見込みである。

総務部

・学校安全計画（災害安全点検）
が未策定の私立学校において、
幼児児童生徒の安全が確保さ
れるよう、引き続き働きかけを強
化していく。

・私立学校施設の安全性を確保す
るため、国の補助制度等を活用
し、私立学校が行う計画的な耐震
診断や耐震改修（補強）等の取組
を支援している。

私立学
校耐震
化支援
事業費
補助

12

県立職業
能力開発
施設の耐
震診断実
施率（％）

対象としている３施設の耐震診
断を平成28年度にすべて実施し
た。

A

★

「岩手県
耐震改修
促進計
画」に基
づく県立
学校施設
の耐震化
率（％）

学校施設の耐震診断、耐震改修
設計及び耐震改修工事を進め、
平成30年６月末現在において、
224棟のうち220棟、98.2％が耐
震化済となり、目標を達成した。

・学校施設の安全確保及び避難
場所としての防災機能強化を図る
ため、県立学校（中学校・高等学
校・特別支援学校）及び公立小中
学校施設等の耐震対策を進めて
いる。

校舎建
設事業
費（校舎
耐震改
築事業）

-

2,300 -Ａ20

公立学
校施
設・公
立社会
体育施
設等の
耐震化

教育
委員会
事務局

5



指標名 達成
評価 今後の方向性

H30当初
予算

事業名

H30当初
予算額
(百万円) 目標値・実績値

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
ＫＰＩ台風10

号見直
し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 3,774 3,732

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 3,980 3,654 3,626

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 3,443 3,256 3,109 2,996

実績値 3,369

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ ○ 目標値 20 30

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 11 35 75

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 40 130 140 150

実績値 119

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ ○ 目標値 4 6

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 2 4 6

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 8 10 12 14

実績値 8

自主防災
組織に対
する研修
会の実施
回数（回）

・自主防災組織リーダー研修会
及び連絡会議を開催し、平成29
年度累積実績が8回となり、目標
を達成した。

28

自主防
災組織
を対象
とした
研修会
等の開
催

総務部

・自主防災組織を対象とした研修
会等の開催により、自主防災組織
活性化に向けた支援を行ってい
る。

引き続き、通信事業者との連絡
体制を維持していく。

27

岩手県
地域防
災サ
ポー
ター派
遣等に
よる自
主防災
組織の
結成促
進

総務部

・地域防災力強化のため、岩手県
地域防災サポーター派遣等により
地域の取組を支援し、自主防災組
織の結成を促進する取組を進め
ている。

県地域防
災サポー
ターの地
域への派
遣回数
（回）

・現存組織への講演会・研修会、
未結成地域での講演会及び学
校関係への活用が多く、平成29
年度累計実績が119回となり、目
標を達成した。

- - -

発災後の情報通信基盤の障害
状況を速やかに把握できるよう、
これまで同様、通信事業者との
連絡体制を維持している。

・引き続き、自主防災組織を対象
とした研修会等を開催し、組織の
活性化に向けた支援に取り組
む。

・目標値を大きく上回っている
が、引き続き、地域防災サポー
ターの周知を図り、自主防災組
織活動の活性化及び結成の促
進を図る。

⑩　自主防災組織の結成及び活性化支援

26

通信事
業者と
の連携

政策
地域部

・発災後の情報通信基盤の障害
状況を速やかに把握できるよう、
引き続き通信事業者との連絡体
制を維持する取組を進めている。

携帯電
話等エリ
ア整備
事業費
補助

携帯電話
エリア外
人口（人）

・平成29年度は、軽米町など４町
５地区で携帯電話基地局を整備
したことにより、エリア外人口は
3,369人まで減少し、目標を達成
した。

- -

・平成29年度は、岩手放送が国
庫補助事業を活用し、地上ラジ
オ放送の中継局を整備した。
・平成30年度は、奥州エフエム
が中継局を整備する予定。

24

民放ラ
ジオ難
聴解消

政策
地域部

・災害時に多くの住民に対し情報
伝達を行うため、国の民放ラジオ
難聴解消支援事業を活用して中
継局の整備を行う市町村を支援す
るなどラジオの難聴解消に取り組
んでいる。

A23

携帯電
話等エ
リア整
備

政策
地域部

59

⑨　情報通信利用環境の整備

・災害時に有効な連絡手段である
携帯電話のエリア外人口を解消す
るため、国の携帯電話等エリア整
備事業を活用して携帯基地局を整
備する市町村を支援するととも
に、通信事業者へ働きかけを行う
など基地局整備に取り組んでい
る。

-

引き続き、国の補助事業を活用
し、中継局の整備を行う市町村
を支援するなどラジオ難聴の解
消に取り組でいく。

25

ブロー
ドバン
ド利用
環境整
備

政策
地域部

・条件不利地域の超高速ブロード
バンド整備や公設民営の設備の
維持について、国に財政支援を求
めている。

-

-

-

条件不利地域の超高速ブロード
バンド整備や公設民営の設備の
維持管理について、国に財政支
援を要望した。

引き続き、国に対し財政支援を
求めていく。

-

地域防
災力強
化プロ
ジェクト
事業

4

A

A

6



指標名 達成

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 76.7 78.3

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 73.2 - - -

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 80.0 81.7 83.3 85.0

実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

H25 H26 H27 H28

目標値 46.8 47.5

実績値 - 46.2 47.4 49.4

H29 H30 H31 H32

目標値 50.0 51.8 53.2 55.7

実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 26.2 26.4

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 26.0 27.4 28.2

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 29.6 29.7 30.1 31.5

○ 実績値 -

H25 H26 H27 H28

目標値 37.1 37.8

実績値 - 36.3 39.0 36.5

H29 H30 H31 H32

目標値 41.8 42.7 44.1 44.7

実績値 -

①　住宅・大規模建築物の耐震化　

②　水道施設の防災機能の強化　

-
配水池の
耐震化率
（％）

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価

【２）住宅・都市分野】

今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1
住宅の
耐震化

県土
整備部

・住宅の耐震化を一層促進するた
め、国の防災・安全交付金等を活
用し、市町村と連携を図りながら、
木造住宅の耐震診断・耐震改修
の補助等を実施している。

-

平成29年度は、耐震化に関する
補助を実施している市町村への事
業支援や、市町村に対して間接補
助を実施した。

引き続き、市町村との連携を密
にし、更なる耐震化率の向上を
図る。

基幹管路
の耐震適
合率（％）

2

大規模
建築物
の耐震
化

県土
整備部

・大規模建築物の耐震化を促進
するため、国の防災・安全交付金
等を活用し、市町村と連携を図り
ながら、民間所有の大規模建築
物への耐震診断・耐震改修の補
助等を実施している。

引き続き、厚生労働省の生活基
盤施設耐震化等推進事業費補
助金事業を適切に執行し、市町
村等が計画的に取り組む水道施
設の老朽化・耐震化対策を支援
していく。

3

水道施
設の計
画的な
老朽化
対策・
耐震化
対策

環境
生活部

・災害時においても給水機能を確
保するため、水道施設の計画的
な老朽化対策を進めるとともに、
施設の耐震化対策を進める取組
を実施している。

水道施設
耐震化等
推進事業
費

2,676
浄水施設
の耐震化
率（％）

台風10号
見直し

住宅の耐
震化率
（％）

・平成29年度実績値については、
現在国の統計調査が行われてい
るところであるため、算定できない
が、水道施設耐震化等推進事業
費において、耐震化率の低い浄水
施設及び配水池の整備に補助金
を重点配分した。

住宅の耐震化率は、５年毎に行わ
れる住宅土地統計調査で測定す
るため、平成29年度の実績値は
測定できないが、市町村と連携を
図りながら木造住宅の耐震診断
や耐震改修の補助を行い、住宅
の耐震化促進に取り組んだ。

引き続き、市町村と連携しながら
制度の周知を行っていく。

建築物耐
震対策促
進事業費

46

- - -

-

-

7



指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

台風10号
見直し

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 142 147

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 137 142 157

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 152 182 - -

○ 実績値 167

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 105 159

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 51 109 169

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 213 267 - -

○ 実績値 218

③　内水危険箇所の対策

④　地域コミュニティ力の強化

平成29年度は、大槌町の４排水区
（沢山川第１排水区、沢山川第２
排水区、大ヶ口排水区、寺野排水
区）において、整備が完了した。

引き続き、浸水被害の可能性の
ある家屋の解消に向けて、水路
の大型化、ゲートポンプ、雨水ポ
ンプ場の設置等を促進させるた
め、市町村に対して助言等を行
う。

引き続き、浸水対策をテーマにし
た勉強会開催など、内水ハザー
ドマップを策定する市町村の支
援を行い、早期の策定を促進す
る。

引き続き、地域づくり活動の担い
手育成のため、地域おこし協力
隊等の外部人材の活用促進に
取り組む。

草の根コ
ミュニティ
再生支援
事業費

いわてへ
の定住・
交流促進
事業費

A8 - -

コミュニ
ティ助成
制度等に
よる活動
支援件数
（累計）

平成29年度の活動支援件数は、
49件であり、累計目標値213件に
対する累計実績値は218件とな
り、目標を達成した。

-

1

100

-

平成29年度は、地域づくり関連の
セミナー等を3回開催し、地域づく
り活動の先進事例紹介、外部人
材のネットワーク構築を図った。

コミュ
ニティ
助成制
度等に
よる活
動支援

政策
地域部

・地域コミュニティ機能の維持・再
生のため、アドバイザー派遣によ
る支援を行うとともに、各種コミュ
ニティ助成制度の有効活用を図り
ながら、市町村や地域づくり団体
が行う地域の課題解決に向けた
取組の支援を行っている。

7

地域づ
くり関
連セミ
ナー等
の開
催、地
域外人
材の活
用促進

政策
地域部

・地域づくり活動の担い手の育成
のため、地域づくり関連のセミ
ナー等を開催するとともに、地域
外の人材（復興支援員や地域おこ
し協力隊など）の活用を進めてい
る。

6

地域コ
ミュニ
ティ活
動に関
する意
識の普
及啓発

政策
地域部

・地域コミュニティ活動のモデルと
なる団体を「元気なコミュニティ特
選団体」として選定し、関係団体
の活動促進を図るとともに、県内
外の先進的な事例を紹介し、地域
コミュニティ活動に関する意識の
普及啓発に取り組んでいる。

5

内水危
険箇所
のハー
ド対策

県土
整備部

・浸水被害の可能性のある家屋
の解消のため、市町村が行う国
の防災・安全交付金等を活用して
実施する事業に対して、助言等を
実施している。

-

- -

元気なコ
ミュニティ
特選団体
数（累計）

平成29年度は、「元気なコミュテ
ニィ特選団体」を10団体認定し、累
計目標値152団体に対する累計実
績値は167団体となり、目標を達
成した。

-A

--

4

内水危
険箇所
のソフ
ト対策

県土
整備部

・内水ハザードマップの作成に向
け、市町村による国の防災・安全
交付金等を活用した浸水区域図
の作成を促進するため、作成勉強
会等の開催等により、市町村の取
組を支援している。
・策定済み市町村に対しては、既
存ハザードマップの見直し等を支
援している。

- - -

平成29年度は、浸水対策をテーマ
にした勉強会開催など、内水ハ
ザードマップを策定する市町村の
支援を行い、内水ハザードマップ
の作成は、県構想で平成37年度
末までの策定を目標としている25
市町村のうち10市町村において策
定済みとなった。

8



指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

台風10号
見直し

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 ㉕68.0 76.0 77.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 68.0 75.0 80.0 81.4

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 78.0 82.2 82.5 82.8

○ 実績値 82

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

-9

農山漁
村にお
ける共
同活動
の取組
の維
持・活
性化

農林
水産部

・災害発生時における、地域住民
の対応能力の向上や、地域コミュ
ニティ機能の迅速な再構築が図ら
れるよう、多面的機能支払制度等
の活用による農地や農業水利施
設等の保全管理活動など、農山
漁村における共同活動の取組の
維持・活性化に取り組んでいる。

農地維持
支払交付
金

資源向上
支払事業
費

1,611

2,556

A

水田にお
ける地域
協働等の
取組面積
割合（％）

　農山漁村における共同活動の取
組の維持・活性化を進め、平成29
年度は水田における地域協働等
の取組面積割合が目標値78％に
対して実績値は82％となり、目標
を達成した。

28 -

　森林の有する多面的機能を発揮
させるため、森林所有者や地域住
民等で構成する活動組織が実施
する森林の保全活動等を支援し
た。
　平成29年度は、87団体が活動に
取り組んだ。

　森林・山村多面的機能発揮対
策交付金は、平成29年度から地
方負担を求める制度に改められ
た。
　このため、県でも予算を措置
し、活動組織の森林保全活動等
に支援することとしている。

10

森林保
全等の
活動支
援

農林
水産部

・国の森林・山村多面的機能発揮
対策交付金の活用による、里山
林保全活動等の支援を行ってい
る。

森林・山
村多面的
機能発揮
対策交付
金

9



指標名 達成

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 65.9 67.4

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 61.5 65.9 68.5

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 67.7 72.0 75.0 76.3

実績値 69.6

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

H25 H26 H27 H28

目標値 32 33

実績値 23 - 32 35

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 35 - - -

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 36

○ H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 98.6 100.0

実績値 - 98.6 98.6 98.7

H29 H30 H31 H32

目標値 100.0 100.0 - -

実績値 98.7

①　病院・社会福祉施設等の耐震化

②　医療情報のバックアップ体制の構築

1
病院の
耐震化

A-

台風10
号見直

し

-
病院の耐
震化率
（％）

保健
福祉部

- -

・未耐震の医療施設について、国の
医療提供体制整備交付金を活用し
た施設改修等を進めている。

・災害発生時に避難が困難な方が多
く入所する施設等の安全・安心を確
保するため、国の社会福祉施設等施
設整備費補助金等を活用した介護
施設や障害福祉施設、児童福祉施
設等の耐震化及びスプリンクラーの
整備を進めている。

-

周産期医
療情報
ネットワー
クへの参
加割合
（市町村
及び分娩
取扱等医
療機関）
（％）

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価

【３）保健医療・福祉分野】

今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

2

3

社会福
祉施設
等の耐
震化

保健
福祉部

全市町村が参加済であり、43箇
所の分娩取扱等医療機関（助産
院含む。）のうち、未参加である
１医療機関に参加の働きかけを
行ったが、当面、参加の意向が
ないため、昨年度と同じ実績と
なったものの、目標値100%に対
して実績値98.7%と概ね目標を達
成した。

・県立病院等において電子カル
テ導入病院が着実に増加し、目
標値35施設に対し36施設とな
り、目標を達成した。

A

B

未参加の１医療機関に対して、
当該ネットワークのメリット等を説
明し、引き続き、参加の働きかけ
を行っていく。

-全県的
な医療
情報の
連携、
バック
アップ
の前提
である
医療情
報の電
子化

保健
福祉部

・各保健医療圏における医療・健康
情報の共有基盤整備や周産期医療
情報ネットワーク（いーはとーぶ）の
運用など、全県的な医療情報連携を
推進するなかで、医療情報のバック
アップ体制の前提となる電子カルテ
導入が図られるよう取り組んでいる。

電子カル
テを導入
している
病院数
（施設）

・障がい者関係施設について
は、社会福祉施設等施設整備補
助金等を活用し、耐震化やスプ
リンクラーの整備を進めた。
・児童福祉関係施設について
は、施設が新設される際に、耐
震化やスプリンクラーの設備等、
安全・安心を確保した環境となる
よう整備計画等を確認しながら
整備を進めた。
・耐震化及びスプリンクラーの整
備を促進するため、各市町村や
施設設置者に対して、補助金を
活用した整備の実施について周
知を行った。

　利用者や入居者等が安心して
施設を利用できるよう、引き続
き、各種施設整備補助金を活用
した整備を進めていく。市町村と
連携しながら、施設設置者に対
し補助金を活用した整備の実施
について周知を行っていく。

医療情
報連携
推進事
業費

18

病院の耐震改修状況調査（厚生
労働省：平成29年9月１日現在）
において、１病院が移転新築し
たことにより、目標を達成した。

-
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指標名 達成

台風10
号見直

し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ 目標値 81.8 90.9

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - - 78.8 90.9

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 100.0 100.0 - -

実績値 93.9

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ ○ ○ ○ 目標値 54.5 100.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 33.3 97.0 100.0

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 100.0 - - -

実績値 100.0

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

〇 〇 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

③　福祉避難所の指定・協定締結　

④　避難行動要支援者名簿の作成・活用

⑤　要配慮者等への支援

災害派
遣福祉
チーム派
遣体制
強化事
業費

4

- - -

・　平成29年５月、８月、平成30
年１月及び５月に、県の施設等
の所管課及び市町村を通じて、
水害・土砂災害のリスクが高い
区域に立地している施設等に対
し、非常災害対策計画の策定や
避難訓練の実施状況の把握、防
災体制の改善指導等の徹底を
依頼した。
・　施設等の特徴に応じた非常
災害対策計画の策定や避難訓
練の実施等の充実を図ることを
目的に、県内における事例集を
作成するとともに市町村等に配
布し、施設等への配布や施設等
への指導時の活用を図った。
・　社会福祉施設等に係る監査
指導の重点事項へ防災対策に
関する事項を明記し、社会福祉
施設等に係る指導監査の主眼
事項及び着眼点に水害・土砂災
害に関する確認事項を明記し
た。
・　実効性のある防災体制を整
備し、災害時における実際の避
難行動に結びつけていくことを促
すため、避難訓練の実施結果に
基づく非常災害対策計画の改善
に当たって施設等が特に留意す
べき事項を取りまとめ、市町村
等を通じ周知した。

　市町村等、関係部局と連携、
情報共有しながら、水害・土砂災
害のリスクが高い区域に立地
し、計画策定等不十分な社会福
祉施設等に対して点検や指導・
助言を行うとともに、計画策定等
を支援するため、取組事例等の
情報提供を行っていく。

要配慮
者利用
施設
（社会
福祉施
設等）
におけ
る防災
体制の
強化

保健
福祉部●

・災害時に自ら避難することが困難
な方の避難支援を迅速かつ的確に
行うため、市町村等の職員を対象と
した災害救助法等の事務に関する
研修会等を実施し、避難行動要支援
者名簿の作成や発災時に名簿を活
用した避難支援を行うことができる体
制づくり、具体的な避難方法等を定
めた個別計画の策定などの市町村
の取組を促進している。

★

災害派
遣福祉
チーム派
遣体制
強化事
業費

4

避難行動
要支援者
名簿を作
成した市
町村の割
合（％）

福祉避難
所指定・
協定締結
済市町村
数の割合
（％）

6

・要配慮者利用施設（社会福祉施設
等）に対し、立地条件等の情報提供
を行っている。
・非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施に関する定期的な点
検と指導・助言を行っている。
・非常災害対策計画の策定及び避
難訓練の実施について、要配慮者利
用施設（社会福祉施設等）の特徴に
応じたマニュアルの作成や先進的取
組事例の情報提供を行っている。

4

市町村
等職員
を対象
とした
研修会
等の実
施、市
町村の
取組促
進

保健
福祉部

・避難行動要支援者名簿を作成
した市町村の割合は、担当者会
議や研修等を開催し市町村職員
への周知を進め、平成28年度に
100％の目標値を達成した。

保健
福祉部

5

市町村
等職員
を対象
とした
研修会
等の実
施、市
町村の
取組促
進

福祉避難所指定・協定締結済市
町村数の割合については、市町
村において福祉避難所の運営体
制の調整等により福祉施設等事
業者との協定締結に係る協議に
時間を要していることから目標値
を下回ったが、担当者会議や研
修等を開催し市町村の取組を促
すことにより、目標値100％に対
して、実績値93.9％と概ね目標を
達成した。

全ての市町村で福祉避難所の
指定が行われるよう、会議や研
修等による情報提供を実施し、
引き続き市町村の取組を促進し
ていく。

・災害時に円滑な福祉避難所の設
置・運営を行うため、市町村等の職
員を対象とした災害救助法等の事務
に関する研修会等を実施し、福祉避
難所となり得る社会福祉施設等を有
する事業者との協議など市町村の取
組を促進している。

B

-
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指標名 達成

台風10
号見直

し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

〇 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 45 50

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 34 39 45

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 50 50 50 50

実績値 49

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 108,000 119,000

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 97,944 116,578 132,699

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 130,000 157,000 169,000 181,000

実績値 145,898

災害派遣福祉チーム数について
は、チーム員の退職等による登
録者数の減少等により目標値を
下回ったが、チーム員の募集・
登録研修の実施により、目標値
50チームに対して、実績値49
チーム相当となり概ね目標を達
成した。

チーム員の退職等により、チー
ム数の減少が見込まれることか
ら、引き続きチーム員の募集・研
修の実施や活動実績の周知を
行うことにより、新たなチーム員
の登録を進め、チーム派遣体制
の確保・充実に取り組んでいく。

認知症サポーター養成講座の開
催により、平成29年度累計目標
値130,000人に対する実績値は
145,898人となり、目標を達成し
た。

－Ａ

介護予
防市町
村支援
事業費

高齢者
総合支
援セン
ター運営
事業費

介護施
設等整
備事業
費

7

50

365

認知症サ
ポーター
数（累計）
（人）

4
災害派遣
福祉チー
ム数

災害派
遣福祉
チーム派
遣体制
強化事
業費

　市町村等、関係部局と連携、
情報共有をしながら、社会福祉
施設等に避難情報の正確な知
識や福祉避難所の設置目的な
どの周知を行うとともに、実効性
のある計画策定等を支援してい
く。

・大規模災害時に、避難所等におい
て福祉的な支援を行う災害派遣福祉
チームの派遣体制を整備・強化する
ため、チーム員の募集・研修を実施
し、チーム員の養成やスキルアップ
を図るとともに、避難所を運営する市
町村や関係団体にチームについて
周知し、チームの活動環境の整備を
進めている。
・　「市町村避難所運営マニュアル」
を参考として、市町村において、円滑
な避難所運営体制を構築するため
に行う、地域の実情に合った避難所
運営マニュアルの策定や、住民と連
携した避難所運営訓練の実施など
の取組を支援している。

●

保健
福祉部

・市町村による住民主体の介護予防
や通いの場に向けた取組が充実し、
新しい介護予防・日常生活支援総合
事業への円滑な移行を促進している。
・県高齢者総合支援センターにおいて
認知症サポーター養成講座を開催し、
認知症に対する正しい知識と理解の
普及を図っている。
・介護老人福祉施設等の被災を想定
し、入所者の移送も含めた施設間（施
設が所在する広域間）の支援体制の
構築を進める関係団体の取組を支援
している。
・特別養護老人ホームの計画的整備
や、認知症対応型共同生活介護及び
特定施設入居者生活介護事業所など
の居住系サービス基盤の整備を行う
市町村の取組を支援している。
・障がい者の支援について、引き続
き、「障がいのある方たちへの災害対
応のてびき」に添付している「おねが
いカード」の活用について周知を行う
とともに、関係団体等と連携して、「お
ねがいカード」を活用した防災訓練の
実施後に総括を行い、必要に応じて
改善を図っている。

- - -

・　内閣府主催の避難確保計画
策定に係るモデル事業の実施施
設に本県施設が選定されたこと
から、総務部、県土整備部ととも
にワークショップ等に参加し、モ
デル事例となる避難確保計画等
を検討した。
・　施設等の特徴に応じた非常
災害対策計画の策定や避難訓
練の実施等の充実を図ることを
目的に、県内における事例集を
作成するとともに市町村等に配
布し、施設等への配布や施設等
への指導時の活用を図った。
・福祉避難所の設置目的の周知
については、市町村に対し会議
の場や通知により対応を促した
上で、市町村を通じて周知を
図った。

7

要配慮
者利用
施設
（社会
福祉施
設等）
におけ
る避難
行動の
支援

保健
福祉部

8

福祉避
難所等
におけ
る福祉
的支援

保健
福祉部

・
総務部

9

要配慮
者（高
齢者・
障がい
者等）
への福
祉的支
援

・要配慮者利用施設（社会福祉施設
等）に対する避難情報の正確な知識
の周知を徹底するよう取り組んでい
る。
・地域と連携した避難体制整備に向
け、先進的取組事例等の情報提供
や、地域と連携した避難訓練等の実
施に対する支援、協力を行ってい
る。
・同一市町村内に立地している県所
管要配慮者利用施設（社会福祉施
設等）と市町村等所管の同施設の間
で、非常災害対策等について情報共
有を行っている。
・住民に対し、福祉避難所の設置目
的の周知を行っている。

B

12



指標名 達成

台風10
号見直

し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 69.7 81.8

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 81.8 90.1 100

実績値 81.8

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

12

災害用
医薬品
等の確
保

保健
福祉部

・県医薬品卸業協会、県医療機器販
売業協会、日本産業・医療ガス協会
東北地域本部医療ガス部門岩手県
支部及び県薬剤師会の４者との協定
の締結を継続し、協定が災害時に有
効に機能するよう、随時、協定及び
マニュアルの見直しや防災訓練の実
施などにより連携強化を図っている。

13

こころ
のケア
体制の
確保

保健
福祉部

・こころのケア活動を担う人材の育
成、関係機関のネットワークの強化
などの取組を実施している。
・今後、大規模災害等の発生時に専
門的な精神医療の提供及び精神保
健活動の支援等を目的とする災害
派遣精神医療チーム（DPAT）の設置
について検討するため、委員会や審
議会において、有識者等と意見交換
を実施している。

被災地こ
ころのケ
ア対策事
業費

災害派
遣精神
医療チー
ム整備事
業費

546

3

-

・岩手県こころのケアセンターに
おいて、こころのケアに取り組む
とともに、自殺対策の研修会講
師、被災者支援に携わる職員等
への助言、市町村が実施する保
健事業への参加や協働など、人
材育成や関係機関のネットワー
クの強化等を実施した。
・「岩手DPAT運営委員会」にお
いて、本県DPATの体制整備に
ついて協議したとともに、研修や
訓練参加、資機材整備を行っ
た。

・こころのケア活動を担う人材の
育成、関係機関のネットワークの
強化などの取組を実施していく。
・大規模災害等の発生時に支援
活動できるよう、DPAT研修や訓
練参加によるチームの質の向
上、活動に必要な資機材整備を
進めていく。

- -

・県医薬品卸業協会、県医療機
器販売業協会、日本産業・医療
ガス協会東北地域本部医療ガス
部門岩手県支部及び県薬剤師
会の４者との協定の締結を継続
している。
・平成30年4月に、マニュアルに
定める緊急時連絡網を改訂し
た。

--

国際交
流セン
ター管理
運営費

地域多
文化共
生推進
費補助

18

10

【新規追
加KPI】
女性委員
が参画す
る市町村
防災会議
の割合
（％）

-

・災害時の外国人支援の基礎や
避難所での支援等について学ぶ
研修会を開催したほか、災害時
多言語サポーターとして10名の
認定・登録を行った。
・総合防災訓練において外国人
避難訓練を実施したほか、外国
人指定避難所を会場として、避
難所での多言語サポート訓練を
実施した。

引き続き、外国人支援体制の構
築及び外国人の防災意識の醸
成を図るため、災害時多言語支
援者の育成・登録や、関係機関
による外国人支援者連絡網の整
備、実践訓練に取り組んでいく。

・平成29年度は市町村消防防災
主管課長会議等の場で防災会
議に女性委員が参画していない
市町村に対し、女性委員を参画
するよう呼び掛けを行うなどの働
きかけを行った。
・岩手県男女共同参画センター
の管理運営を委託し、以下の取
組を実施した。
①情報発信（HP、メールニュー
ス、センターだより、図書・ビデオ
の貸出）
②学習(男女共同参画フェスティ
バル（6/17）、出前講座、市町村
担当職員研修、男女共同参画サ
ポーター養成講座）
③相談（一般、専門、女性の職
業生活）
④交流（被災地支援、事業の共
催、意見交換会等）

・引き続き、市町村消防防災主
管課長会議等の場で市町村に
対し、防災会議への女性委員へ
の参画を呼び掛けるとともに、女
性委員が参画していない市町村
に対して、個別に女性委員を紹
介する等、市町村を支援する取
組を行う。
・また、男女共同参画社会づくり
を目指した、情報発信、学習、相
談、交流事業を実施する。
・加えて、市町村防災会議への
女性の参画が進んでいない町村
に対しては、総合防災室主催の
会議等において引き続き参画に
ついて働きかけを行っていく。

21

いわて男
女共同
参画プラ
ン推進事
業費

10

男女の
ニーズ
の違い
に配慮
した支
援

総務部
・

環境
生活部

11

外国人
への支
援

政策
地域部

・やさしい日本語や多言語による防
災情報の提供、災害時情報の伝達、
災害時に対応するボランティア育成
や派遣等の体制整備を行っている。

・平時より防災に係る政策・施策決
定過程において男女共同参画が図
られるよう市町村に働きかけを行っ
ている。
・被災した女性の様々な不安や悩
み、ストレス及び性差別的取扱に関
する相談に対応するため、平時から
女性のための相談窓口を岩手県男
女共同参画センターに開設し、気軽
に相談できる体制を整えている。

-

13



指標名 達成

台風10
号見直

し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 81.8 84.8

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 75.8 81.8 96.9

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 87.8 100.0 - -

実績値 96.9

354 -14

児童生
徒の心
のサ
ポート

教育
委員会
事務局

・小・中学校、県立学校（高等学校・
特別支援学校）へのスクールカウン
セラーの配置・派遣、教育事務所へ
のスクールソーシャルワーカーの配
置及び児童生徒の心とからだの健
康観察等により、きめ細かい心のサ
ポートに取り組んでいる。
・学校心理士資格を有する人材の育
成及び教員研修を進めている。

児童生
徒健全
育成推
進費

動物愛
護管理
推進事
業費

4

地域防災
計画に動
物救護の
記載のあ
る市町村
の割合
（％）

前年度に地域防災計画への動
物救護の記載が進んだため、今
年度も目標を達成した。

未策定の１村では、今年度の地
域防災計画の改定に合わせて
動物救護対策を盛り込む予定と
なっているため、今年度中に
100％に達する見込みである。

・小・中学校、県立学校や教育事
務所へのスクールカウンセラー
を、また教育事務所へスクール
ソーシャルワーカーを配置するな
ど教育相談体制の充実を図るとと
もに、心とからだの健康観察の実
施により、きめ細かな心のサポー
ト行った。
・学校心理士資格を有する人材の
育成及び教員研修を実施した。

・引き続き、スクールカウンセラー
やスクールソーシャルワーカーの
配置などの人的支援や心とから
だの健康観察の実施、教員研修
等に取り組んでいく。

15
動物救
護対策

環境
生活部

・防災訓練の実施等を通じて関係機
関との連携を強化するとともに、訓練
の結果や動物の飼養状況等を踏ま
え、随時、協定及び「災害時の動物
救護マニュアル」の見直しを行ってい
る。
・市町村が策定する地域防災計画に
よる動物救護対策の措置、動物との
同行避難を想定した避難訓練の実
施について、市町村等に働きかけを
行っている。

A
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指標名 達成

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 19.0 20.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 18.9 21.1 23.6

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 22.0 25.0 29.0 35.0

○ 実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 19.0 20.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 18.9 21.1 23.6

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 22.0 25.0 29.0 35.0

○ 実績値 -

①　支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築

②　再生可能エネルギーの導入促進　

・県石油商業協同組合との協定
見直しについては、台風第10号
被害への対応等により協議が遅
延してきたほか、修正条項・内容
について意見の乖離があるた
め、締結に至っていないもの。

・より円滑な燃料供給を図るため、
県石油商業協同組合との協定に
基づき、優先給油すべき緊急車両
等を平成28年度中に定め、周知を
図る。
・協定が災害時に有効に機能する
よう、協定の見直しや防災訓練の
実施により連携強化を図ってい
る。

台風10
号見直
し

・県石油商業共同組合や県高圧ガ
ス保安協会との協定が災害時に
有効に機能するよう、協定の見直
しや防災訓練の実施により連携を
強化している。

-

災害時給
油所地下タ
ンク製品備
蓄促進事
業負担金

2
・引き続き、県石油商業協同組
合との協議を継続していく。

- -

・避難所等への燃料等供給が確
保されるよう連携体制を整備し
ている。
・災害時の重要施設への燃料確
保について、国、県、石油連盟、
石油商業協同組合等との連携を
確保するため、「燃料要請訓練」
及び「施設給油実施訓練」を実
施した。（９月）

・引き続き、災害時に避難所等
への燃料等供給を確保するため
の連携を図っていく。
・また、図上及び実働訓練を通じ
て、関係機関の連携を強化して
いく。

商工
労働
観光部
・

総務部

-

　引き続き、セミナーや勉強会の
開催等による普及啓発や、研究
会活動による関係機関との情報
共有を進め、事業化を検討して
いる事業者の取組を支援してい
く。

2

緊急車
両等へ
の石油
燃料供
給の確
保

商工
労働
観光部

3

風力発
電や地
熱発電
導入の
理解促
進、事
業者の
円滑な
取組促
進

環境
生活部

・風力発電や地熱発電の導入につ
いて、セミナー等の開催による理
解促進を図るとともに、市町村と連
携しながら具体的に事業化を図る
事業者の円滑な取組を進めてい
る。

4

被災者
支援の
中核と
なる施
設への
再生可
能エネ
ルギー
設備導
入の推
進

環境
生活部

・避難所や市町村庁舎など、災害
時に被災者支援の中核となる施設
への再生可能エネルギー設備の
導入を進めている。

- -

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価

【４）産業分野】

ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1

避難所
等への
燃料等
供給の
確保

今後の方向性

-

目標値・実績値

（再掲）再
生可能エ
ネルギー
による電
力自給率
（％）

　平成29年度の再生可能エネル
ギーによる電力自給率の実績値
は、算定に必要な国の基礎デー
タが公表されていないため測定
できないが、防災拠点13箇所に
再生可能エネルギー等設備を導
入した。

　引き続き、平成32年度までの
事業期間において、設備の導入
を進めていく。

再生可能
エネル
ギーによ
る電力自
給率（％）

　平成29年度の再生可能エネル
ギーによる電力自給率の実績値
は、算定に必要な国の基礎デー
タが公表されていないため測定
できないが、セミナーや勉強会
の開催など、関係者の理解促進
を図る取組を実施した。

（再）
-

防災拠点
等再生可
能エネル
ギー導入
事業費

696
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指標名 達成

台風10
号見直
し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価
ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の方向性
目標値・実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 19.0 20.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 18.9 21.1 23.6

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 22.0 25.0 29.0 35.0

○ 実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 18 18

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 18 18 18

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 19 19 19 19

○ 実績値 19

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 30 32

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 28 30 32

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 34 36 - -

○ 実績値 32

6

再生可能
エネル
ギーを活
用した県
営発電所
数（か所）

・当初の目標どおりＨ29年度に
高森高原風力発電所の運転を
開始したことにより、県営発電所
数は19か所となり、目標を達成し
た。

7

木質バ
イオマ
ス燃焼
機器の
導入促
進、安
定供給
体制の
整備

農林
水産部

木質バイオ
マス熱電利
用促進事
業費

1

　民間事業者に対して、木質バイ
オマス燃料使用機器導入に係る
意向調査を行い、事業者のニー
ズを把握するとともに、木質バイ
オマスコーディネーターによる技
術指導等を行い、新規導入事業
者を確保し、目標値の達成に向
け取り組んでいく。

（再掲）再
生可能エ
ネルギー
による電
力自給率
（％）

　平成29年度の再生可能エネル
ギーによる電力自給率の実績値
は、算定に必要な国の基礎デー
タが公表されていないため測定
できないが、自立・分散型エネル
ギー供給システム設計等業務の
支援や岩手県再生可能エネル
ギー等立地促進資金貸付金制
度を実施した。

・地域が災害時においても一定の
エネルギーを賄えるよう、地域資
源である再生可能エネルギーを最
大限活用した自立・分散型エネル
ギー供給体制の整備を進めてい
る。

引き続き、自立・分散型エネル
ギー供給体制の整備を図るた
め、市町村や事業者による取組
を支援していく。

5

自立・
分散型
エネル
ギー供
給体制
整備

環境
生活部

A

B

-

水力や
風力を
活用し
た県営
発電所
の建設
推進

企業局

・県自らの再生可能エネルギーの
導入促進の取組として、水力や風
力を活用した県営発電所の建設を
進めている。

・木質バイオマスの利用を促進す
るため、木質バイオマスコーディ
ネーターの活動を通じて、木質バ
イオマス燃焼機器の公共施設等
への導入を促進するとともに、供
給者と需要者間において、木質燃
料の供給量や価格等による協定
の締結を促進することにより、燃料
の安定供給体制の整備を進めて
いる。

　木質バイオマス燃料使用機器
の導入に促進に向け、木質バイ
オマスコーディネーターによる技
術指導等に取り組んだが、民間
事業者における設備投資計画
の変更による導入時期の見直し
により、新規導入事業者がな
かったため目標値を下回った。

産業分野
の木質バ
イオマス
導入事業
者数（累
計）

（再）
-

再生可能
エネルギー
利用発電
設備導入
促進資金
貸付金

1,650

簗川発電
所建設事
業

521

再生可能
エネルギー
導入促進
事業

42

16



指標名 達成

台風10
号見直
し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価
ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の方向性
目標値・実績値

H25 H26 H27 H28

目標値 35 50

実績値 - 21 30 45

H29 H30 H31 H32

目標値 65 80 80 80

実績値 58

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 40.0 45.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 30.0 36.0 40.0

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 50.0 55.0 55.0 55.0

○ 実績値 49

H25 H26 H27 H28

目標値 260 260

実績値 - 246 208 233

H29 H30 H31 H32

目標値 260 260 260 260

実績値 218

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 425 455

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 395 421 454

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 485 515 545 575

○ 実績値 491

農林
水産部

③　農林水産業の担い手の確保　　

50

2

林業技能
者数（累
計）（人）

　林業技能者は、国の「緑の雇
用」現場技能者育成対策事業を
活用し、(公財）岩手県林業労働
対策基金が事業主体となり、技
能者養成研修を実施しており、
平成29年度は37名を養成し、目
標を達成した。

-

8

リー
ディン
グ経営
体や新
規就農
者の確
保・育
成

農林
水産部

・リーディング経営体をはじめ地域
の中心となる経営体への農地の
利用集積を進め、経営の規模拡大
や効率化を促進するとともに、法
人化を支援するなど地域農業をけ
ん引する経営体を育成している。
・農家子弟、若者・女性や新規学
卒者、他産業からのＵ・Ｉターン者な
ど多様な新規就農者の確保・育成
に取り組むとともに、企業の農家
参入を促進している。

いわてリー
ディング経
営体育成支
援事業費補
助

農業経営基
盤強化促進
対策事業費

766

9

林業に
おける
経営体
の育
成、新
規就業
者の確
保

・地域けん引型林業経営体の育成
や研修機関等による林業技能者
の養成、新規就業者の確保・育成
などに取り組んでいる。

リーディ
ング経営
体の育成
数（累計）
（経営体）

B

　引き続き、関係機関・団体と連
携し、育成候補者の選定と事業
活用を推進するとともに、税理士
等の専門家派遣による経営改善
等を支援し、リーディング経営体
育成の取組を進めていく。

　各組織の法人化支援計画の実
現に向け、引き続き関係機関・団
体と連携した個別支援や法人化
に関する研修会等を開催すると
ともに、税理士等の専門家派遣
による課題解決を支援し、集落
営農組織の法人化の取組を進
めていく。

新規就農
者数（人/
年）

　雇用情勢が改善し、農業以外
の産業との競合が激しくなってい
ることなどが影響し、目標値を下
回ったが、就農相談会の開催
や、関係機関・団体と連携した就
農支援に取り組み、目標値260
人に対して、実績値218人と概ね
目標を達成した。

・各地方協議会のアクションプラ
ンに基づき、関係機関と連携した
就農相談会や経営力向上に向
けた研修等の開催など、新規就
農者の確保・育成の取組を進め
ていく。

法人化し
た集落営
農組織の
割合（％）

　集落営農組織内において、法
人化に向け、法人運営のための
人材の育成・確保等が図られな
かったことなどが要因となり、目
標を若干下回ったが、法人化支
援計画の作成や県域・地域での
研修会の開催等、関係機関・団
体と連携した取組により、目標値
50％に対して実績値49％と概ね
目標を達成した。

B

B

農地中間管
理事業推進
費

142

いわて
ニューファー
マー支援事
業費

534

経営体育成
基盤整備事
業費

2,784

いわて地域
農業マス
タープラン実
践支援事業
費

203

いわてアグ
リフロンティ
アスクール
運営協議会
負担金

3

A

いわての
次世代林
業・木材産
業育成対
策事業費

森林経営
実践力アッ
プ事業費

　台風や長雨の影響により、農
作物の収量が減少したことなど
が要因となり、目標を下回った
が、地域農業再生協議会等との
連携により、育成候補者の選定
やリーディング経営体育成支援
事業の活用等に取り組んだ結
果、目標値65経営体に対して実
績値58経営体と概ね目標を達成
した。

15

17



指標名 達成

台風10
号見直
し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価
ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の方向性
目標値・実績値

H25 H26 H27 H28

目標値 335 390

実績値 - 283 350 419

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 445 500 505 505

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 489

H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 45 50

○ 実績値 - 40 59 57

H29 H30 H31 H32

目標値 55 60 65 65

実績値 55

H25 H26 H27 H28

目標値 53 56

実績値 - 50 51 54

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 59 62 65 68

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 54

H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 600 620

○ 実績値 - 587 493 658

H29 H30 H31 H32

目標値 640 660 680 700

実績値 646

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

④　建設業の担い手の育成・確保

復旧・復興事業終了後を見据
え、効果的な支援を展開するた
め、一般社団法人岩手県建設業
協会経営支援センターと連携し、
継続的に支援を実施する。

新規漁業
就業者数
（人）

　新規漁業就業者数は、宮古市
等沿岸8市町村において、新規
漁業就業者の受入組織を設立
するなど、受入れ環境の整備を
支援するとともに、漁業情報の
発信や漁業体験等の事業を実
施したことから、55人となり、目
標を達成した。

-

経営支援コーディネーターを通じ
た企業への働きかけ、ニーズの
掘り起こしを行ったが、災害対応
のため多忙であること等を理由
に制度を活用した企業が少なく
目標値を下回ったが、累計目標
値59社に対して実績54社となり、
概ね目標を達成した。

10

水産業
におけ
る経営
体の育
成、新
規就業
者の確
保

農林
水産部

・専業漁家の経営規模の拡大を促
進するとともに、研修・雇用機会の
創出や住居確保など受入れ環境
の整備、就業のマッチングなどに
より、生産性・収益性の高い中核
的漁業経営体の育成や新規漁業
就業者の確保に取り組んでいる。

地域再生
営漁計画
推進事業
費

漁業担い
手確保・育
成総合対
策事業費

8

7

A

-

中核的漁
業経営体
数（経営
体）

　中核的漁業経営体数は、各漁
協が策定した地域再生営漁計画
に基づき、適正な漁場利用の推
進、生産物の付加価値向上等の
取組を支援し、489経営体と目標
を達成した。

A

ICTセミナーや人材育成・確保
等、企業のニーズに合わせた講
習会を実施し、受講者数の目標
値640人に対する実績値は646
人となり、目標を達成した。

- -

・平成29年度に「岩手県県土整
備部ICT活用工事試行要領」を
策定し11件のICT活用工事を実
施した。
・建設ICT技術の普及を図るた
め、現場見学会を15回、講習会
を8回開催し、延べ662名が参加
した。

・国土交通省の動向を注視しな
がら、ICT活用工事の件数拡大
を図る。
・今後も、講習会や現場見学会
等を継続的に実施する。

-13
県土
整備部

・建設現場における生産性を向上
し、担い手の育成及び確保を図る
ため、ＩＣＴ技術の活用等を進めて
いる。

-

11

・２地区（遠野市及び平泉町）で
地域維持型契約方式を導入し
た。
・他地区でも、説明会の開催など
により地域維持型契約方式の普
及に取り組んだ。

今後も、地域建設企業の安定的
な確保を図るため、地域の実情
を踏まえて「地域維持型契約方
式」の導入に向け取組んでいく。

12

地域建
設企業
の安定
的な確
保

県土
整備部

・将来にわたって地域維持事業を
担う地域建設企業の安定的な確
保を図るため、「地域維持型契約
方式」の拡大について、地域の実
情を考慮しながら取り組んでいる。

ＩＣＴ
技術の
活用等
の推進

●

建設企
業の経
営改善
や次世
代を担
う人材
の育
成・確
保支援

県土
整備部

・地域から期待される建設企業が
存続できるような環境づくりのた
め、本業を中心とした経営改善の
取組や次世代を担う人材の育成・
確保支援など、「いわて建設業振
興中期プラン」に基づく取組を進め
ている。

建設業総
合対策事
業費

23

-

A

経営力強
化等を
テーマと
した講習
会受講者
数（人）

- -

B

経営革新
アドバイ
ザー派遣
企業数
（社）

18



指標名 達成

台風10
号見直
し

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価
ＫＰＩ

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

今後の方向性
目標値・実績値

⑤　農林水産業の生産基盤・経営の強化

H25 H26 H27 H28

目標値 84,000 87,600

実績値 - 82,026 85,139 87,574

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 91,200 95,000 95,000 95,000

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 89,750

H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 5,700 5,450

○ 実績値 - 5,947 5,758 5,214

H29 H30 H31 H32

目標値 5,200 4,950 4,950 4,950

実績値 -

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 ㉕51.4 ㉖51.6

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 51.1 51.1 51.3 51.5

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 ㉗51.8 ㉘52.0 ㉙ 52.2 52.8

○ 実績値 ㉗51.6

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 800 880

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 733 792 881

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 970 1,070 1,180 1,290

○ 実績値 876

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 1 2

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 0 1 2

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 4 6 6 7

○ 実績値 4

効率的
かつ安
定的な
農業経
営に向
けた生
産基盤
の整備

577

養殖作業
支援（浮
桟橋等）
の漁港整
備数（累
計）

　平成29年度は、養殖作業支援
（浮桟橋等）の施設整備を２漁港
で完了し、平成29年度累計目標
値４漁港に対する実績値は４漁
港となり、目標を達成した。

-17

漁業生
産基盤
の有効
かつ効
率的な
活用

農林
水産部

・漁業生産コストの低減や就労環
境の向上を図るため、浮桟橋等の
整備や、防波堤・岸壁等の整備を
進めている。

水産生産
基盤整備
事業費

A

森林整備
事業費補
助

978

14

農地利
用の最
適化支
援

農林
水産部

・市町村、農業委員会及び農地中
間管理機構との連携による農地の
利用調整と担い手への農地集積、
農業者等が行う荒廃農地の再生
利用の取組を支援している。

　引き続き、資源の循環利用を
目的とした再造林を促進するとと
もに、低コストな再造林技術の普
及に努めながら、一層の造林面
積確保に取り組んでいく。
　なお、広葉樹天然林の伐採面
積が減少していることから、拡大
造林面積が年々減少傾向にあ
り、再造林と合計した造林面積
の目標達成の見込みは不透明
であるが、林業・木材産業団体
がH29年に設立した「岩手県森
林再生機構」と強力に連携しな
がら、再造林面積の拡大に取り
組んでいく。

認定農業
者等への
農地集積
面積（ha）

　中山間地域や県北、沿岸では
条件不利地が多く、農地集積が
低調となったことなどが要因とな
り目標を下回ったが、農地中間
管理機構等関係機関と連携し事
業推進に取り組んだ結果、目標
値91,200haに対して実績値
89,750haと概ね目標を達成した。

　引き続き、農地中間管理機構
等関係機関と連携し、担い手へ
農地が集積されるよう地域の話
し合いや農地の出し手、借り手
のマッチング等を行い、集積へ
の取組を進めていく。

水田整備
率（30a程
度以上）
（％）

　水田整備率については、全国
的な農業農村整備事業に対する
要望が増加し、十分な国庫予算
の配分が得られなかったことが
要因となり目標値を下回ったが、
工事費のコスト縮減等を図り、目
標値51.8％に対して、実績値
51.6％と概ね目標を達成した。

　国の農業農村整備事業予算は
増加傾向にあり、必要な予算確
保を図りながら、今後の目標達
成に向け取り組んでいく。

荒廃農地
面積（ha）

　国の統計資料が未公表である
ため、29年度実績値は不明。
　耕作放棄地の再利用等の活動
支援に取り組んだ。

B

B

　統計値は、31年1月頃公表され
る見込み。
　引き続き、耕作放棄地の再利
用等の活動支援に取り組んでい
く。

　造林面積については、針葉樹
材需要の増大の影響を受け、広
葉樹天然林の伐採面積は減少
傾向にあり、天然林伐採跡地に
造林する拡大造林面積が前年
比63ha減の127haに減少し目標
値を下回ったが、人工林伐採跡
地を対象に、資源の循環利用を
目的に造林する再造林面積は
前年比58ha増の749haに増加し
ており、概ね目標を達成した。

16

効率的
かつ安
定的な
林業経
営の確
立

農林
水産部

・林業事業体の森林経営計画の作
成を支援することにより、森林施業
の集約化を促進するとともに、計
画的な路網整備を推進し、森林整
備事業等による伐採跡地への造
林、間伐などを進めている。

15
農林
水産部

・農産物の生産コスト低減や作業
の効率化を図るため、農地の大区
画化や排水対策など生産基盤の
整備を進めている。

1,335

農用地災
害復旧関
連区画整
理事業費

1,081

経営体育
成基盤整
備事業費

2,784

中山間地
域総合整
備事業費

造林面積
（ha）

農業経営
基盤強化
促進対策
事業費

766

農地中間
管理事業
推進費

142

B

-

林業成長
産業化総
合対策事
業（間伐等
整備推進
事業）

22

林業成長
産業化総
合対策事
業（主伐・
再造林一
貫作業シス
テム）

100
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指標名 達成

H25 H26 H27 H28

目標値 69.0 82.0

実績値 - 58.8 69.0 77.0

H29 H30 H31 H32

目標値 93.0 100.0 - -

実績値 88.5

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 1.9 4.7

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 1.9 1.9 15.2

○ ○ ○ ○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 28.0 51.4 75.7 100.0

○ 実績値 35

H25 H26 H27 H28

目標値 69.1 70.0

実績値 - 69.1 69.1 69.1

H29 H30 H31 H32

目標値 75.0 80.0 90.0 100.0

実績値 69.1

H25 H26 H27 H28

目標値 32.5 55.0

実績値 - 15.0 30.0 50.0

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 77.5 100.0 100.0 100.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 65.0

○ ○ ○ ○ ○ ○ H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 58.3 58.3

○ 実績値 - 55.9 58.3 58.3

H29 H30 H31 H32

目標値 63.7 72.0 74.6 85.1

実績値 63.7

①　道路施設の整備等　

県土
整備部

・大規模災害発生時における緊急
輸送道路を確保するため、国の防
災・安全交付金等を活用し、橋梁の
耐震化対策を進めるとともに、緊急
輸送道路の見直し等を進めてい
る。
・災害時における避難活動や救急
物資輸送、救護活動等を安全かつ
円滑に行うため、国の社会資本整
備総合交付金等を活用した、災害
に強く信頼性の高い幹線道路ネット
ワークの早期構築が必要であり、
高規格幹線道路等の整備促進を
図っている。
・大規模災害発生時の建物倒壊に
よる避難路（緊急輸送道路等）の閉
塞などを防止するため、国の防災・
安全交付金等を活用し、市町村等
と連携して、沿道建築物の耐震化
の促進を図っている。

農道整備
事業費

109

農道橋・
農道トン
ネルを対
象とした
点検・診
断の実施
率（％）

・大規模災害発生時におけるライフ
ライン確保のため、国の防災・安全
交付金等を活用し、落石や崩壊の
おそれのある斜面等の対策を進め
るとともに、危険箇所の再点検を実
施している。
・農林道トンネル等の点検・診断
や、老朽化した施設の保全対策が
適切に行われるよう、管理者である
市町村等が行う農林道の点検や診
断等の取組を支援している。

1

道路施
設の防
災対策

県土
整備部

・
農林

水産部

2

災害に
強く信
頼性の
高い幹
線道路
ネット
ワーク
の構築

林道整備
事業費

1,518

道路防災点検において落石や崩
落などへの対策が必要と判断さ
れた道路斜面の整備について
は、平成29年度は、平成28年度
台風第10号からの災害復旧工
事との工程調整に時間を要した
ことなどにより目標値を下回った
が、目標値93%に対して、実績値
が88.5%となり、概ね目標を達成
した。

　農山漁村地域整備交付金によ
り、農道橋・農道トンネルの点
検・診断を進め、目標値28％に
対する実績値が35％となり、目
標を達成した。

　林道施設の管理は、市町村が
行っているが、東日本大震災や
台風10号災害による復旧・復興
工事が優先となり、林道施設の
点検を対応できない状況にある
ため、目標を下回った。

橋脚の倒壊や落橋のおそれの
ある橋梁の耐震化については、
平成29年度は、河川管理者等の
関係機関との協議の結果、施工
に複数年を要することとなったこ
となどにより、目標値を下回った
が、既設橋梁の耐震化対策を進
め、目標値77.5%に対して、実績
値が65.0%となり、概ね目標を達
成した。

平成29年度は三陸沿岸道路の３
区間、計24kmが供用し、平成29
年度累計目標値63.7％に対する
実績値が63.7%となり、目標を達
成した。

B

道路環境
改善事業
費

道路環境
改善事業
費

橋りょう補
修事業
費・橋りょ
う補強事
業費

道路災害
防除事業
費

10,331

541

504

復興道
路・復興
支援道路
のうち緊
急輸送道
路の第１
次路線に
おける耐
震化橋梁
の割合
（％）

10,331

緊急輸送
道路・復
興道路・
復興支援
道路・復
興関連道
路におけ
る道路防
災対策必
要箇所解
消率（％）

地域連携
道路整備
事業費

直轄道路
事業費負
担金

34,346

33,183

高規格幹
線道路等
の供用率
（％）

林道橋・
林道トン
ネルを対
象とした
点検・診
断の実施
率 （％）

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価

【５）国土保全・交通分野】

今後の方向性
目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

B

A

今後も、大規模災害発生時にお
ける緊急輸送道路の通行確保
のため、国の交付金等を活用
し、引き続き対策が必要な道路
斜面等の整備を推進する。

・農道トンネル等の点検・診断
や、老朽化した施設の保全対策
が適切に行われるよう、管理者
である市町村等が行う農道トン
ネル等の点検や診断等の取組
の支援を引き続き行っていく。

　インフラ長寿命化基本計画に
基づき、林道施設の個別施設計
画策定に向け、橋梁点検方法や
計画作成に関し、市町村へ技術
的助言や指導を行っていく。

今後も、大規模災害発生時にお
ける緊急輸送道路の通行確保
のため、国の交付金等を活用
し、引き続き橋梁の耐震化対策
を推進する。

災害に強く信頼性の高い道路
ネットワークの早期構築に向け
て、引き続き、国に対して国施行
区間の着実な整備を促進してい
くとともに、県施行区間の整備を
推進する。

●

●

B

A
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指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 46.7 71.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 32.3 46.8 60.2

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 88.7 98.7 99.9 100.0

実績値 74.0

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 9 9

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2
海岸事業
費

12,973 実績値 - 9 9 9

三陸高潮
対策事業
費

8,036 H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 61 118 183 187

実績値 19

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 0 0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 0 0 0

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 0 0 0 12
(100.0%)

実績値 0

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

○ ○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 7.1 28.6

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 7.1 7.1 28.6

○ ○ ○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 71.4 100.0 - -

○ 実績値 78.6

5

②　津波防災施設の整備等　

③　港湾・漁港の耐震・耐津波強化・体制整備

津波防
災地域
づくり

県土
整備部

県土
整備部

・
農林

水産部

・人命と暮らしを守る安全で安心な
防災のまちづくりを進めるため、国
の社会資本整備総合交付金（復
興）や農山漁村地域整備交付金
（復興）等を活用し、復興まちづくり
と整合した湾口防波堤・防潮堤等
の津波防災施設の整備を進めてい
る。

新しい津
波防災の
考え方に
基づいた
津波防災
施設の整
備率（％）

越喜来海岸防潮堤が概成するな
ど、防潮堤等の整備を進め、新
しい津波防災の考え方に基づい
た津波防災施設の整備率は、地
元、関係機関、他事業との調整
や現場での施工条件の変化に
伴う工法変更等の対応に時間を
要したため、目標値88.7％に対し
て実績74％と、概ね目標を達成
した。

引き続き、関係機関等との調整
を密に進めながら、工期短縮に
係る取組を積極的に実施する。

河川等災
害復旧事
業費

33,182

港湾災害
復旧事業
費

直轄港湾
災害復旧
事業費負
担金

1,616

6

港湾施
設の耐
震・耐
津波強
化対策

水門・陸こう本体工事において、
地元、関係機関、他事業との調
整や現場での施工条件の変化
に伴う工法変更等の対応に時間
を要したため、海岸水門等の遠
隔操作化箇所数は、累計目標値
61箇所に対して実績19箇所とな
り、目標値を下回った。

水産流通
基盤整備
事業費

461

海岸保全
施設災害
復旧事業
費

550

漁港施設
機能強化
事業費

3,162

11,152

海岸高潮
対策事業
費

3

津波防
災施設
の整備

漁港災害
復旧事業
費

県土
整備部

農林
水産部

・災害時において、地域防災計画で
海上輸送拠点に位置付けられてい
る漁港が、近隣漁業集落への緊急
物資や人員の輸送拠点としての役
割を果たすことができるよう、漁港
施設機能強化事業等により、防波
堤及び岸壁等の耐震・耐津波の強
化を進めている。

3,393

海上輸送
拠点漁港
における
防波堤・
岸壁の耐
震・耐津
波対策着
手率（％）

　平成29年度は、新たに７漁港
で着手し、平成29年度の目標値
71.4％に対する実績値は78.6％
となり、目標を達成した。

-

・引き続き、水門等の本体工事
において、関係機関等との調整
を密に進めながら、工期短縮に
係る取組を積極的に実施する。
・水門等の工事が完了した箇所
から、順次運用を開始する。

・県内の港湾が、災害時における
経済活動の継続を確保するための
物流拠点として、また、緊急物資や
人員などの輸送拠点として重要な
役割を果たすことができるよう、耐
震強化岸壁の整備促進を図ってい
る。

港湾改修
事業費

1,691 -
県内重要港湾４港のうち釜石港
において、耐震強化岸壁が整備
済みである。

4,867 津波浸水想定の設定について
は、中央防災会議「日本海溝・千
島海溝沿いの巨大地震モデル
検討会」の検討結果により最大
クラスの波源の設定を行うことと
しているが、平成29年度におい
ては、沿岸北部の波源モデルが
示されていないため、設定に
至っていない。

　今後は、港湾背後で整備が進
められているまちづくりや復興道
路、復興支援道路の進捗状況等
を勘案しながら必要な検討を
行っていく。

4

海岸水
門等操
作の遠
隔化・
自動化

県土
整備部

・
農林

水産部

・海岸水門等の操作員の安全の確
保と、津波襲来時の確実な閉鎖の
ため、国の社会資本整備総合交付
金（復興）や農山漁村地域整備交
付金（復興）等を活用し、水門等の
自動閉鎖システムの整備等を進め
ている。

B

C

-

A

・津波防災地域づくりを総合的に推
進するための計画を策定するに当
たり、津波浸水想定区域図作成の
前提条件となる最大クラスの津波
設定の参考とするため、国の社会
資本整備総合交付金（復興）等を
活用し、津波痕跡調査を実施する
とともに、津波浸水想定の設定に
向けた津波シミュレーションの検討
を進めている。

津波浸水
想定区域
の設定市
町村

直轄港湾
事業費負
担金

3,393

海岸水門
等の遠隔
操作化箇
所数（累
計）（箇
所）

7

漁港施
設の耐
震・耐
津波強
化対策

・波源検討については、今後も、
中央防災会議の検討会の結果
を注視していく。
・その後のシミュレーション作業
に必要となる地形データは、平
成29年度から作成を開始してお
り、検討会の結果が示された
後、速やかにシミュレーション作
業を進める。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 48.7 48.8

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 48.6 48.8 48.8

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 48.9 49.0 49.1 49.2

実績値 48.9

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 25 28

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 23 27 27

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 31 38 38 39

実績値 27

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

④　河川改修等の治水対策

洪水減災対策協議会において年
次計画を策定し、洪水浸水想定
区域の指定を実施するほか、過
去の浸水に係る情報提供を行っ
ていく。

・平成29年度末時点で、27市町
村で洪水浸水想定区域を策定
済み。
・未指定の市町村に対して、避
難計画作成の際の参考となるよ
う、平成28年台風第10号の洪水
浸水実績図を提供しているほ
か、県ホームページ上で公表し
ているところ。

・平成29年度は、岩崎川や北上
川、気仙川等で整備を進め、要
改修延長1,431.5kmに対する改
修済み延長は699.5kmとなり、河
川整備率は目標値48.9％に対し
48.9％となり、目標を達成した。
・平成28年の台風第10号災害を
受け、７河川において河川改良
復旧事業を推進した。

洪水浸水想定区域を指定した河
川数は、平成27年の水防法改正
（想定最大規模への移行）への
対応検討や平成28年台風第10
号災害を踏まえた指定河川の計
画の見直しに時間を要したため
目標値を下回った。

B

河川整備
基本方針
策定費

307

-

洪水浸水
想定区域
を指定し
た河川数
（累計）

河川整備
率（県管
理）（％）

河川改修
事業費

直轄河川
事業費負
担金

簗川ダム
建設事業
費

13,548

1,314

5,252

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を
確保し、水害による被害の軽減を
図るため、国の防災・安全交付金
等を活用し、洪水浸水想定区域の
指定を進めている。

11

・岩崎川や馬淵川等において、
過年度の浸水被害対応箇所を
重点的に実施する。
・平成28年台風第10号災害によ
る河川改良復旧事業は、引き続
き、早期完了に向け取り組む。

・洪水災害に対する安全度の向上
を図るため、国の防災・安全交付金
等を活用し、河川改修等の整備を
進めている。

9

立木伐
採と堆
積土砂
の除去

●

洪水ハ
ザード
マップ
の作成

県土
整備部

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を
確保し、水害による被害の軽減を
図るため、国の防災・安全交付金
等を活用し、洪水ハザードマップの
作成に必要な浸水想定区域の指
定を推進するとともに、未作成の市
町村に対し、洪水ハザードマップの
作成を促進するための助言等を
行っている。

10

洪水浸
水想定
区域の
指定

県土
整備部

A8
河川整
備

県土
整備部

平成28年台風第10号災害を踏
まえ、市町村とのヒアリングを
行ったうえで、河川内の立ち木
伐採及び堆積土砂の除去の年
次計画を見直した。

・新たな年次計画を基本として、
緊急性等を勘案し、立ち木伐採
及び堆積土砂の除去を計画的・
継続的に実施する。
・平成30年４月から運用開始した
「公募型土砂撤去制度」等による
民間の活用を推進する。

平成29年12月に洪水減災対策
協議会において、2017～2021年
の５か年で計画的に指定を進め
ることとしており、今後、2021年
度までに累計41河川の指定に向
けて取り組んでいく。

県土
整備部

・洪水災害に対する安全度を維持
するため、河川内の立木伐採及び
堆積土砂の除去を継続して実施し
ている。

- - -
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指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

H25 H26 H27 H28

目標値 25.0 62.5

実績値 - 0.0 25.0 62.5

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

○ 目標値 70.8 79.2 87.5 100.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 82.6

H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 20.8 20.8

○ 実績値 - 20.8 20.8 20.8

H29 H30 H31 H32

目標値 20.8 25.0 25.0 100.0

実績値 25

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 956 964

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 951 956 964

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 974 985 993 1,001

○ ○ 実績値 974

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 9
(75.0%)

9
(75.0%)

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 9
(75.0%)

9
(75.0%)

9
(75.0%)

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 9
(75.0%)

10
(83.3%)

11
(91.7%)

12
(100.0%)

実績値 12

13

ため池
等の保
全対
策、市
町村が
行うハ
ザード
マップ
の作成
支援

農林
水産部

・ため池等の決壊などを未然に防
止するため、農村地域防災減災事
業により、ため池や農業用ダムの
点検・調査を行い、保全対策が必
要なものについては補修、更新等
を行っている。
・ため池や農業用ダムの氾濫解析
図を作成し、市町村が行うハザード
マップの作成及び地域住民への公
表を支援している。

中山間地
域総合整
備事業費

1,335

農用地災
害復旧関
連区画整
理事業費

1,081

⑤　農山村地域における防災対策

　市町村が行うハザードマップの
作成及び地域住民への公表を
支援し、目標値20.8％に対する
実績値は25％となり、目標を達
成した。

-

かんがい
排水事業
費

329

農村災害
対策整備
事業費

107

⑥　警戒避難体制の整備

経営体育
成基盤整
備事業費

2,784

-

津波避難
計画を策
定した市
町村

・津波発生時の円滑な避難のた
め、津波避難計画策定指針に基づ
く津波避難計画未策定の市町村に
対し、策定するよう働きかけを行っ
ている。

　農業・農村の有する多面的機
能を維持・発揮するため、経営
体育成基盤整備事業により、農
地や農業水利施設等の生産基
盤整備を進めた。

-

ため池の
詳細調査
実施割合
（％）

　農村地域防災減災事業によ
り、決壊時に下流の人家等に影
響を与える恐れのある防災重点
ため池の詳細調査を実詳細調
査を実施し、目標70.8％に対す
る実績値は82.6％となり、目標を
達成した。

A

A

A

A

・大雨等による土石流の発生など
の災害を防止するため、点検等に
よる山地災害危険地区の把握と、
治山施設の整備及び森林整備を
計画的に進めている。 治山事業

費
1,250

農村地域
防災減災
事業費

760

大規模た
め池等の
ハザード
マップ策
定率（％）

山地災害
防止機能
が確保さ
れた集落
数（累計）

-

　平成29年度は、治山事業の実
施により、目標としていた山地災
害防止機能が確保された集落数
974箇所（累計）に対する実績値
は974箇所（累計）となり、目標を
達成した。

-

・現在国で検討している「日本海
溝・千島地震モデル」を踏まえた
津波浸水想定や、防潮堤等の復
興状況を考慮して市町村への支
援をしてきた結果、12市町村全
てが避難計画を策定したことに
なり、目標を達成した。

・津波発生時における住民等の
円滑な避難のため、引き続き12
市町村に対し情報提供を行って
いく。

-15

津波避
難計画
の策定

総務部

14

山地災
害危険
地区の
把握、
計画的
な治山
施設の
整備

農林
水産部

12

農地や
農業水
利施設
等の生
産基盤
整備

農林
水産部

・洪水防止や土砂崩壊防止機能な
ど農業・農村の有する多面的機能
を維持・発揮するため、農地や農業
水利施設等の生産基盤整備を着
実に進めている。

-
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指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 7,593 9,212

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 4,898 7,842 8,623

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 10,535 11,864 14,348 -

実績値 9,263

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値 2 2

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 2 2 2

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 3 - - -

実績値 3

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

・土砂災害防止法に基づく基礎調
査結果の公表に向けて、国の防
災・安全交付金を活用し、基礎調査
を実施している。

・登山者の安全確保のため、気象
庁が提供する火山情報を迅速・的
確に提供する方策について検討し
ている。

- -

砂防事業
費

3,609

土砂災害
のおそれ
のある区
域を公表
した箇所
数（累計）

台風第10号災害の教訓等を踏
まえ、要配慮者利用施設が立地
する箇所の基礎調査を優先的に
実施した。

16

基礎調査結果を公表した要配慮
者利用施設立地箇所において、
土砂災害警戒区域等の指定を
進める。

土砂災
害防止
法に基
づく基
礎調査
結果の
公表

県土
整備部

B

-

・平成29年度は、県内の土砂災
害危険箇所14,348箇所のうち、
5,510箇所の土砂災害警戒区域
等を指定し、指定率38.4%となっ
た。
・土砂災害ハザードマップの作成
については、平成29年度末まで
に県内33市町村のうち、27市町
村が作成している。
・未作成の市町村に対しては、
マップの基となる図面データ等を
提供したほか、早期にハザード
マップを作成するよう各種会議
等で働きかけた。

・今後も、台風第10号災害の教
訓等を踏まえ、各市町村におけ
る土砂災害ハザードマップの作
成状況等について進捗管理を行
い、各種会議等の場で公表する
など、情報共有を図る。
・未作成の市町村に対し、早期
作成促進のための助言等を行
う。

地域防災
力強化プ
ロジェクト
事業

1

火山ハ
ザード
マップを
策定した
県内の常
時観測火
山

・栗駒山の火山ハザードマップに
ついて、秋田県や宮城県及び関
係市町村等と連携し、火山防災
協議会での議論を踏まえて作成
し、目標を達成した。

・今後、火山ハザードマップの成
果に基づき、噴火警戒レベルの
設定及び火山避難計画の作成
に取り組んで行く。

平成29年度は、平成28年台風第
10号災害対応を最優先としたこ
とから、前年度から640箇所の増
加に留まり目標値を下回った
が、累計目標値10,535箇所に対
して実績値9,263箇所の公表とな
り、概ね目標を達成した。

引き続き、2019年度までに県内
全ての土砂災害危険箇所
（14,348箇所）の基礎調査の実施
及び調査結果（土砂災害のおそ
れのある区域）の公表を完了さ
せるよう取り組む。

A

-

・引き続き、登山者の安全確保
のための迅速・的確な情報提供
を行っていく。

17

土砂災
害ハ
ザード
マップ
の作成

県土
整備部

・土砂災害のおそれのある区域の
周知等を図るため、国の防災・安全
交付金等を活用し、土砂災害ハ
ザードマップの作成に必要な土砂
災害警戒区域等の指定を推進する
とともに、未作成の市町村に対し、
土砂災害ハザードマップの作成を
促進するための助言等を行ってい
る。

・要配慮者の迅速、適切な避難行
動に資するため、要配慮者利用施
設が立地する箇所について、土砂
災害警戒区域の指定を優先的に実
施している。

18

要配慮
者利用
施設に
おける
警戒避
難体制
の強化

● 県土
整備部

20

登山者
の安全
対策

総務部

19

火山ハ
ザード
マップ
の作成

総務部

-

・気象庁から提供される「噴火速
報」及び「降灰予報」を「いわてモ
バイルメール」に配信するため、
平成28年度に「リアル防災情報
ネットワークシステム」の機能追
加を行い情報提供を行ってい
る。

・火山噴火時の迅速、適切な避難
行動に資するため、火山ハザード
マップを作成し、登山者等への周
知に取り組んでいる。
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指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ 目標値 24 27

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 21 23 28

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 30 33 36 37

実績値 30

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

○ ○ 目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

実績値

⑦　住民等への災害情報伝達の強化

・平成28年台風第10号災害の経
験を踏まえ、洪水減災対策協議
会を３圏域で設立し、国、県、市
町村において取り組む今後５か
年の取組方針をとりまとめた。
・取組方針に基づき、水位周知
河川において、県と市町村間の
ホットラインの体制構築、タイム
ライン（防災行動計画）の作成、
水位監視カメラの設置を行った。

A

・県のホームページ上で公表し
ている土砂災害危険度参考情報
等の地図情報や操作性等の向
上を図った。
・市町村職員が参加する会議等
で、災害リスクの適切な把握や
避難の判断に資する防災情報
の入手方法、避難計画の作成等
について周知に努めた。

・今後も、住民等にとって分かり
易い防災情報の提供を図る。
・台風第10号等で発生した土砂
災害の状況等を勘案し、より実
情に合った土砂災害警戒情報の
発表基準の設定について検討す
る。

21

水位周
知河川
の指定

県土
整備部

・洪水時の円滑かつ迅速な避難を
確保し、水害による被害の軽減を
図るため、優先度を考慮しながら、
水位周知河川の指定を進めてい
る。

河川整備
基本方針
策定費

307

水位周知
河川に指
定した河
川数（累
計）

平成29年度は、小本川及び安家
川の２河川を指定し、水位周知
河川に指定した河川数は、累計
目標値30河川に対し実績値30河
川となり、目標を達成した。

平成29年12月に洪水減災対策
協議会において策定した５か年
計画に基づき、計画的に指定を
実施する。

3,609 -

22

水害に
関する
情報提
供等の
強化

- -

23

土砂災
害警報
情報の
周知

県土
整備部

・住民の避難行動等に活用するた
め、国の防災・安全交付金等を活
用し、土砂災害警戒情報の精度を
高めるとともに、住民にとってわか
りやすい情報の提供を進めてい
る。

砂防事業
費

・洪水減災対策協議会は、平成
30年の５～６月に法定協議会に
移行し、体制を強化するととも
に、毎年度のフォローアップを通
じ、関係者で取組内容の共有等
を図っていく。
・引き続き水位周知河川の指定
拡大を推進するとともに、危機管
理型水位計（洪水時に特化した
水位計）の設置など、情報提供
体制の充実に取り組む。

● 県土
整備部

・水害による被害の軽減を図るた
め、国、県及び市町村で構成する
「洪水減災対策協議会」を設置し、
水害に関する情報提供等に係る具
体的な取組を進めている。

-

25



指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

H25 H26 H27 H28

目標値 90 100

実績値 - 82 91 101

H29 H30 H31 H32

目標値 110 120 130 140

実績値 106

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 30.0 40.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 20.0 30.0 80.0

○ H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 60.0 100.0 - -

○ 実績値 100.0

H25 H26 H27 H28

目標値 6.3 23.8

実績値 - 2.5 6.3 25.0

H29 H30 H31 H32

目標値 100.0 100.0 - -

実績値 90.4

H25 H26 H27 H28

目標値 1.9 4.7

実績値 - 1.9 1.9 15.2

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H29 H30 H31 H32

目標値 28.00 51.4 75.7 100.0

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 35

○ H25 H26 H27 H28

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 69.1 70.0

○ 実績値 - 69.1 69.1 69.1

H29 H30 H31 H32

目標値 75.0 80.0 90.0 100.0

実績値 69.1

農林
水産部

1,081

かんがい
排水事業
費

329

農村災害
対策整備
事業費

107

農村地域
防災減災
事業費

⑧　農林水産業の生産基盤の災害対応能力の強化

461

A

B

・農道トンネル等の点検・診断
や、老朽化した施設の保全対策
が適切に行われるよう、管理者
である市町村等が行う農道トン
ネル等の点検や診断等の取組
の支援を引き続き行っていく。

24

農業水
利施設
等の整
備、漁
港施設
等の地
震・津
波対
策、長
寿命化
対策

農林
水産部

・洪水防止や土砂崩壊防止機能な
ど農業・農村の有する多面的機能
を維持・発揮するため、農地や農業
水利施設等の生産基盤整備を着
実に進めている。
・農業水利施設の長寿命化と、ライ
フサイクルコストの低減を図るた
め、基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業による機能診断と、それに
基づく計画的な予防保全対策、補
修更新などを勧めている。
・漁港施設の地震・津波対策を進
めるとともに、計画的な長寿命化の
ための機能診断及び機能保全計
画の策定を進めている。

漁港施設
機能強化
事業費

3,162

水産流通
基盤整備
事業費

（再掲）農
道橋・農
道トンネ
ルを対象
とした点
検・診断
の実施率
（％）

基幹水利
施設ストッ
クマネジメ
ント事業費

（再掲）林
道橋・林
道トンネ
ルを対象
とした点
検・診断
の実施率
（％）

漁港施設
の長寿命
化対策着
手率（％）

水産物供
給基盤機
能保全事
業費

191

農道整備
事業費

109

農用地災
害復旧関
連区画整
理事業費

2,784

中山間地
域総合整
備事業費

1,335

760

B

農業水利
施設等の
長寿命化
対策施設
数（累計）

　農山漁村地域整備交付金によ
り、農道橋・農道トンネルの点
検・診断を進め、目標値28％に
対する実績値が35％となり、目
標を達成した。

（再）
A

（再）
B

流通拠点
漁港にお
ける防波
堤・岸壁
の耐震・
耐津波対
策着手率
（％）

-

　インフラ長寿命化基本計画に
基づき、林道施設の個別施設計
画策定に向け、橋梁点検方法や
計画作成に関し、市町村へ技術
的助言や指導を行っていく。

農山村
地域の
生活道
路や農
道・林
道の計
画的な
点検診
断の実
施

・農林道トンネル等の点検・診断
や、老朽化した施設の保全対策が
適切に行われるよう、管理者である
市町村等が行う農林道の点検や診
断等の取組を支援している。

経営体育
成基盤整
備事業費

　東日本大震災津波からの復
旧・復興事業を優先的に対応す
るため、老朽化調査等を先送り
したことが要因となり、目標値を
下回ったが、目標値100％に対し
て、実績値90.4％と概ね目標を
達成した。

　漁港施設の老朽化調査等に対
する国の財政支援が平成32年
度末までに延伸されたことから、
未着手となっている漁港を有す
る関係市町村に対し、計画的に
老朽化調査等に着手するよう働
きかけを行っていく。

466

25

　国の農業農村整備事業予算は
増加傾向にあり、必要な予算確
保を図りながら、今後の目標達
成に向け取り組んでいく。

　林道施設の管理は、市町村が
行っているが、東日本大震災や
台風10号災害による復旧・復興
工事が優先となり、林道施設の
点検を対応できない状況にある
ため、目標を下回ったが、目標
値75.0％に対して実績値が
69.1％となり、概ね目標を達成し
た。

　平成29年度は、新たに２漁港
で着手し、平成29年度の目標値
60.0％に対する実績値は100％と
なり、目標を達成した。

　農業水利施設等の長寿命化対
策施設数については、全国的な
農業農村整備事業に対する要
望が増加し、十分な国庫予算の
配分が得られなかったことが要
因となり目標値を下回ったが、工
事費のコスト縮減等を図り、目標
値110施設に対して、実績値106
施設と概ね目標を達成した。

26



指標名 達成

番
号

具体的
取組

項目名

担当
部局

回避する起きてはならない最悪の事態 取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額

(百万円)
評価 今後の方向性

目標値・実績値

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値 51.0 53.5

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値 - 48.5 51.5 81.8

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値 56.0 100.0 100.0 100.0

○ 実績値 84.8

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 H25 H26 H27 H28

目標値

2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 3-1 4-1 4-2 実績値

H29 H30 H31 H32

5-1 5-2 5-3 6-1 6-2 7-1 7-2 7-3 目標値

○ 実績値

⑨　災害廃棄物処理対策　　

・引き続き、監視対象施設に対
する立入検査を継続し、流出時
の緊急措置実施の徹底を図る。

・災害発生時においても適正な
解体等が実施されるよう、関係
機関とも連携を図りながら引き続
きばく露防止対策を進めていく。

28

アスベ
スト粉
じんば
く露防
止対策

環境
生活部

-

・毒物若しくは劇物が流出した場合
の保健衛生上の危害を防止するた
め、毒物及び劇物を取り扱う者に
対する指導等を実施し、流出時の
応急措置実施の徹底を図ってい
る。

・災害により倒壊した建物を解体す
る際、アスベスト建材から粉じんが
飛散し、作業者や周辺住民がばく
露する危険性があるため、「災害時
における石綿飛散防止に係る取扱
いマニュアル」に基づく解体方法等
を周知するなど、ばく露防止対策を
進めている。

・毒物劇物取扱者に対する立入
検査などによる指導等を実施
（監視対象施設：631施設、立入
検査件数：455件）し、流出時の
応急措置実施の徹底を図った。

-

・アスベスト建材使用建物の解
体前の立入検査時や、労働基準
監督署と合同で実施した建物解
体に係る立入検査時など、様々
な機会を捉えて解体関係事業者
に適正解体等の周知を図った。

市町村に
おける災
害廃棄物
処理計画
の策定率
（％）

一般廃棄物処理計画又は地域
防災計画に災害廃棄物対策に
ついて記載している市町村の割
合は84.8％となり、目標を達成し
た。

－

-

東日本大震災津波の経験・知見
を踏まえるとともに、他県の協定
等を参考としながら、災害廃棄
物処理に係る連携体制の構築
等について検討を行った。

市町村や関係団体等との研修・
訓練・協議等を実施して、災害廃
棄物処理体制に係る人材育成
や連携体制の構築に取り組んで
いく。

27

市町村
による
災害廃
棄物の
迅速な
処理体
制の構
築

環境
生活部

・市町村による災害廃棄物の迅速
な処理体制を構築するため、国の
災害廃棄物対策指針に基づく災害
廃棄物処理計画の策定について助
言等を行っている。

26

協定等
の締
結・確
認、機
動的な
連携体
制の構
築

環境
生活部

・災害が発生した場合において、県
や市町村、関係団体（県産業廃棄
物協会、県環境整備事業協同組
合）が協定等に基づき円滑に災害
廃棄物処理を実施するため、平時
においても当該協定等の締結・確
認を図り、機動的な連携体制の構
築を進めている。

Ａ

循環型地
域社会形
成推進事
業費

129

29

毒物及
び劇物
流出時
の応急
措置実
施の徹
底

保健
福祉部

27



指標名 達成

H25 H26 H27 H28

目標値 0.0 12.5

実績値 - 0.0 0.0 27.3

H29 H30 H31 H32

目標値 25.0 50.0 75.0 100.0

実績値 31.8

①　公共施設等の総合的・計画的な管理の推進

1

公共施
設等総
合管理
計画の
策定

総務部

・将来に向けた財政負担の軽減・平準化と公共施設等の最
適な配置を実現するため、老朽化等の現状及び将来見通し
を整理・分析し、施設の更新・長寿命化など総合的かつ計画
的な管理に関する基本方針となる「岩手県公共施設等総合
管理計画」に基づき、個別施設毎の具体的な対応方針を定
める個別施設計画の策定、計画的な公共施設マネジメント
の取組を進めている。

公共施設
マネジメ
ント推進
費

2
個別施設
計画の策
定率（％）

・22施設類型のうち７施設類型にお
いて個別施設計画が策定され、目
標を達成した。

－A

《横断的分野》

番
号

具体的
取組
項目名

担当
部局

取組内容
H30当初

予算
事業名

H30当初
予算額
(百万円)

評価 今後の方向性
目標値・実績値

【６）老朽化対策分野】

ＫＰＩ台風10
号見直

し

【達成欄】★：過年度に最終目標値を達成したKPI　Ａ：KPIの平成29年度の実績値が目標値以上　Ｂ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％以上～100％未満　Ｃ：KPIの平成29年度の実績値が目標値の80％未満　－：KPIの平成29年度の実績値が未確定（今後測定）等
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